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はじめに
　本稿の目的は、アメリカ合衆国の建国期に盛んにおこなわれた公教育
の導入を巡る議論について検討しつつ、そのなかで女子教育がどのよう
に位置づけられていたのかについて考察することである。大陸会議が英
国からの独立を宣言した 1776 年以降、教育は新たな国家建設のなかで
とても重要なものと位置づけられていた。新しい共和国を築くにあたっ
て、その構成員である合衆国市民の養成のあり方が議論となったのであ
る。教育を授ける生徒の範囲はどこまでなのか。彼らは何を学ぶべきな
のか。彼らは将来どのような人物となり、どのような仕事につくと想定
されるのか。このような教育についての議論が、日々新聞、雑誌、パン
フレットなどで繰り広げられ、多くの市民も関心を寄せた。特に全ての
子どもたちに公的な資金を用いて教育を施すという「公教育」の発想は、
賛否の分かれるものであり、教育に関する議論のなかでも特に注目を集
めるものであった。それは知識を学ぶ・授けることの是非を超え、国家
とはどうあるべきか、市民とはどのような存在であるのかについての議
論に通じるものであった。
　建国期は、女子教育についての議論が活発になされ、実際にいくつか
の女子学校がつくられた時代でもあった。もちろんそれ以前の植民地
期においても女性が教育を受ける機会がなかったわけではない (1)。ただ
しそれらは、家庭内教育、あるいは婦人学校 (dame school) や夏季集会
(summer session) といったコミュニティ内の小規模なものに限られてお
り、そこで教えられる内容も英語の読み書きや裁縫のような限られたも
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のが中心であった。それに対し、18 世紀後半には中等教育機関を含め
た数多くの女性を対象にした学校が見受けられるようになった (2)。教育
のなかでも特に女子教育には、建国期を境に大きな変化があったという
ことができる。
　しかし、公教育の是非を巡る議論においては、一部の例外を除いて女
子生徒は想定されることはなかった。全ての子どもたちに教育を授ける
ことや、その事業に公的資金を用いることに多くの批判が寄せられたこ
の時代、公教育の枠組みに女子生徒を組み込む主張をすることは、例え
女子教育に肯定的な教育者であっても躊躇してしまうものだった。この
時代の公教育をめぐる議論を整理しつつ、そのなかでの女子教育の議論
の不在の背景を考察しながら数少ない言及について検討することは、建
国期における女子教育の特徴を考えるうえでも有益なものである。
　建国期の女子教育については、20 世紀初頭のトーマス・ウッディに
よる『アメリカにおける女子教育の歴史』以来、数多くの研究がなされ
てきた (3)。特に 20 世紀後半に入ると、女子教育のなかに男性社会の都
合や新たな性差別が再生産される過程を見出すナンシー・コットによる
研究や、「共和国の母」イデオロギーという視角を用いて建国期女子教
育のなかからむしろ肯定的な可能性を探るリンダ ･カーバーによる成果
など、様々な検討がされてきた (4)。21 世紀に入ってからも、マーガレッ
ト・ナッシュやメアリー・ケリーらによって、女性の政治的・経済的活
動への関与や関心に注目し、そのような活動を促すものとして女子教育
を検討する新たな試みが始まっている (5)。本論文は、以上のようなこれ
までの建国期女子教育についての研究があまり検討してこなかった、公
教育論争における「女性の不在」について考察し、男性に求められた教
育との比較をおこなうことによって、アメリカにおける女子教育の出発
点としての建国期という時代の重要性について再考するものである。
１．アメリカの独立と教育
　「建国の父」と呼ばれるアメリカ独立の貢献者のなかでも、トマス・ジェ
－ 3－
アメリカ建国期の公教育論争と女子教育
ファソンは最も熱心な教育推進論者の一人だった。そのことはジェファ
ソンによって書かれた｢知識の一般普及に関する法案｣を見てもわかる。
いまだ独立戦争の最中にあった 1779 年に、ヴァージニア・ステートの
知事であったジェファソンが、ステート内に学校制度を導入するために
議会に提出したこの法案の冒頭は、以下のように始まる (6)。
今日までの経験が示すように、最良と思われる体制下にあっても、
ひとたび権力を委ねられれば、次第に人は暴政へと堕落してしまう
ものだ。これを防ぐ最も効果的な手段は、人々の精神をできるだけ
現実的に教化することである (7)。
　この引用からもわかるように、ジェファソンにとって教育は国づくり
に密接に関わるものであった。彼の国家観は、権力の腐敗を監視するこ
とができる公徳心ある人々が国を構成するという「共和国思想」に基づ
くものだった (8)。このように、共和国を構成する市民は教育によって作
られるものだという信念が建国当時にはあった。「徳」や「公共善」と
いうものは、人が生来持ち合わせているものというよりは、育て上げな
ければいけないものと考えられていた。そのためには共和国の構成員が
教育の無い愚かな人々であってはならない。人々の知性や徳性の向上の
ために、彼はヴァージニア内に教育機関を整備するための法案を提出し
たのだ。
　彼の理念の実現のためには、出自によって人々の教育水準の差が広が
るのは好ましいことではない。ジェファソンはこの法案で続けて、一部
のエリートのみが教育を受ける特権を持つべきではないと主張した。彼
によれば「数多くの人々が貧困ゆえに教育を受ける機会から金銭的に遠
ざけられており、そういった子どもたちのなかには、公共のために有用
な存在へと育成、配置されるべき才能を持つもの」もいるのであるから、
すべての人々に教育が行きとどくべきである (9)。すべての人々に教育を
受ける環境を用意するという彼の理念の実現のために、この法案では学
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区や教職員について具体的な計画が立てられていた。また、教えられる
科目についても「読み」「書き」「算術」が挙げられ、読み方を教える教
材は歴史を学ぶことができるものが望ましいという記述まであった (10)。
　ジェファソンの ｢知識の一般普及に関する法案 ｣は、提出されたのが
独立戦争の最中であったということもあり、ヴァージニア議会で議論さ
れることもなく留めおかれたままになってしまう。しかしそれ以降も彼
はヴァージニアにおける教育の普及には熱心であり続けた。例えば彼が
フランスの友人のために書いた『ヴァージニア覚書』においても、自身
の教育プランが披露されている。ここで彼は「政府に及ぼす影響力は、
民衆すべてに配分されるべきである」という国家観を持ち出し、このこ
とを怠った英国は堕落したと主張した。そしてそれを実現するためには、
ステートのすべての子どもたちが皆読み書き算術を教えられているとい
う環境が必要であると論じた。ジェファソンによれば、学校には「将来
の秩序の主要な要素」が横たわっているのだ (11)。彼のヴァージニアで
の教育の普及への尽力は 1801 年の大統領就任によって中断を余儀なく
される。しかし大統領辞任後に再び着手し、1810 年代には貧困児童の
ための基金やヴァージニア大学の設立に貢献した (12)。
　また建国期の教育には、反英運動とそれにともなう独立戦争によって
生まれた「アメリカ人」としての連帯を後世に再生産していくという役
割も期待されていた。ペンシルヴァニアの科学者・教育者であったベン
ジャミン・ラッシュは『共和国にふさわしい教育のあり方についての考
察』（1786 年）において、「教育のあり方をわれわれの政府の特徴的な
形に適合させる」必要性を説いた。彼によれば「愛国心の原理」は、ま
だ若いうちに教育によって植えつけられる「先入観」によって補強され
ることが必要である (13)。つまり愛国心生成の道具として教育を捉えて
いるのだ。
　そしてラッシュは、共和国の若者がヨーロッパへ留学することを望む
現状を危惧した。若者にヨーロッパよりも共和国内部での勉学を勧めて
いる以下の文章を読んでも、ラッシュが期待していた建国期の教育の持
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つ「アメリカ人」的連帯の再生産という役割を知ることができる。
　私たち市民がヨーロッパの様々な王国で生まれた人々で構成され
ているあいだは、特にペンシルヴァニア・ステートにおいては若者
の教育は共和国のなかでおこなわれることを私は想定する。我々の
学校は、普遍的で単一な教育制度を作り出すことによって民衆をよ
り均質にし、それゆえに民衆を単一で平和な政府により容易に適合
させるだろう (14)。
　ここでラッシュが主張しているのは国家に立脚した教育である (15)。
「均質な民衆」を育成するために、ラッシュは「共和国への最大限の敬意」
が若者には必要であり、生徒は「自分自身に所有されるのではなく、公
共の所有物なのだ」ということを教え込む必要があると主張する。彼は
また、家族への愛は教えられる必要があるが、「共和国の繁栄のために
必要ならば家族を捨て、忘れることも教えられなければならない」とも
書いている (16)。ヨーロッパとは異なる「共和国」の理念を学校で若者
に教え込むことによって、移民によって構成されたアメリカはその独自
性を確立することができるとラッシュは考えていた。
　独立以降アメリカでは教育の普及が重要な課題とされた。ここでジェ
ファソンやラッシュの教育論を検討して明らかになったように、建国期
アメリカの教育は、多分に政治的意味合いを帯びたものであり、統治者
側の主張する教育推進論を検討する際にはその「政治性」を強く意識す
る必要がある。
２．建国期の公教育論争
　新しい共和国であるアメリカにとって教育は重要であるということ
は、多くの人々にとって容易に同意できることであった。しかし、この
教育を実現するために公的な資金を用いることについては賛否が分かれ
た。この是非をめぐって、合衆国憲法が制定され中央集権国家としての
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体裁が整い始めた 1780 年代以降のアメリカでは公教育論争が起こった。
　教育史研究者のリチャード・プラットは、公教育（public education）
の定義を曖昧なものであると認めつつ、「共有され、無料で、すべての
人に開かれ、すべての人に属している」教育であるとした (17)。建国期
において特に議論となったのはそのうち「無料」であることについてで
あった。学校教育は無料であるべきか、その財源はどこから調達するの
か、無料の在学期間は何年にするべきか、教育は義務であるべきかといっ
た議論がかわされ、それらは教育とはどうあるべきか、アメリカをどの
ような共和国にしていくのかといった教育観・国家観を討論する場にも
なった。
　ジェファソンはそのような公教育の先駆的な提唱者の一人だった。前
節で述べたように、彼は出自によって人々の教育水準の差が広がっては
ならないと考えていたので、授業料の負担の無い学校をヴァージニアの
各地につくるために｢知識の一般普及に関する法案｣を議会に提出した。
この法案では学区ごとに住民から税金が徴収され、それが校舎の建築費
や教員の給与に使われることが明記されている (18)。
　ラッシュも公教育設立の必要性を認めていた一人である。彼は『ペン
シルヴァニアにおける公立学校の設立と知識の普及のための計画』（1786
年）において「すべてのタウンシップあるいは百世帯で構成される地区
に無料の学校をつくるべき」と主張した (19)。ラッシュはこういった学
校の設立と維持のために必要な資金についても具体的な案を記してい
る。まずは先住民から購入したペンシルヴァニア・ステートの西部に広
大に広がる未開拓の地を売却あるいは貸与して得た収入をラッシュは想
定する。それに加えて教員の給与のために学区ごとに年間 30 から 60 ポ
ンドの税金を課すことを提案した。また、彼はその資金で学校ごとに図
書館を設置し、生徒以外の人々に開放することによって、知識の人々へ
の普及を促すことにも言及した (20)。
　建国期の著名な教育者のノア・ウェブスターも公教育の必要性を強く
説いた。彼が公教育を求めるのは、ヨーロッパとは異なるアメリカの教
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育が確立されて広く行きわたることを、すべてのアメリカ人が望んでい
ると考えたからだった。1788 年の『アメリカン・マガジン』への寄稿で、
彼は前述のラッシュと同様、アメリカ人がヨーロッパ、特に英国に留学
することを批判した。彼によれば「留学という行為はアメリカの国益と
は正反対のものであり、禁止しこそすれ、援助するべきではない (21)。」
彼はそのことを説明するために、古代ギリシャ人が支配した地域の子弟
を人質として集めて教育させていたことを紹介して、「若者に英国やフ
ランスで過ごさせると、100 人中 99 人が自分の生まれ故郷よりもその
国の人々、作法、法律、そして政府を好むようになってしまうだろう」
と警告した (22)。しかし、アメリカの学校の教育水準がヨーロッパの国々
と比べて明らかに低いようでは、若者の国外への流出は止まらないだろ
う。そのためにアメリカ独自の「広範囲の教育システム」の確立が急務
であるとウェブスターは訴えたのだ (23)。
　英国出身の新聞発行人で著述家のロバート・コーラムも『政治的研究、
アメリカ全土における学校建設計画』（1791 年）において、すべてのア
メリカ人が教育を受けられる環境づくりを提唱した。コーラムはアメリ
カはヨーロッパと比べて平等な国であり、それこそが強みであると主張
する。彼によれば、「文明化された社会において、すべての人が政府を
支えることに貢献すべき」であり、教育によってその能力は付与される
と考えていた (24)。コーラムが教育を重視するのは、それによって人は「独
立」を手に入れることができると考えたからだ。彼によれば「人々を幸
福にするためには、その第一歩として、彼らを独立させること」が必要
であるから、「すべての市民が知識を得て、信頼されうる地位につく機
会を持つことができるような教育制度」を確立するのは、国の責務であ
る (25)。「教育は、親の気まぐれや怠慢や偶然に委ねられるべきではない
し、富裕な市民の子どもだけのものであるべきでもない」ので、「知を
得る手段をすべての市民に保障することは国家の義務である」として、
彼は公教育の必要性を強く説いた (26)。
　コーラムの公教育計画はとても具体的なものだった。公立学校で教え
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られる科目として彼が想定していたのは「英語の初歩」「作文」「簿記」「数
学」「自然史」「機械工学」「家計のやりくり」であった (27)。そして、公
立学校を国全体に設置するための学区分けや予算の調達のために法整備
の必要性を指摘し、校舎を煉瓦づくりにすること、２階建てにすること
など様々なことを指定した。彼が最も細かく記述したのは、学校を建設
し維持するための費用である。学校の土地代、建築費用、教師や助手へ
の給与、教材の購入費用など具体的な金額を算出した。彼がここまで細
かい記述をしたのは、税金を使う公教育計画に反対する人々を説得する
ためだった。「他人の子どもを学校に通わせるために、自分がお金を負
担するのは間違っている」と言って公教育に反対する人に対し、コーラ
ムは子孫のことも考えよと反論する。彼によれば、公立学校は「子孫に
永久に教育の機会を確保させるための」唯一の方法なのだ。そして彼は、
300 エーカーの土地を持ち、子どもが４人いる世帯の場合を計算し、たっ
た年 900 ペニー、あるいは３ポンド 15 シリングで学校が維持できると
主張した。コーラムからすると「私的な教育計画で、公教育以上に安く
すますことができる計画はおそらく一つもない。」つまり公教育の徹底
こそが、アメリカを文明社会としてより向上させるために最も安上がり
な方法なのだと彼は考えた (28)。
　ペンシルヴァニアでは 1790 年代後半になっても公教育は重要な論点
であり続けた。1797 年にはフィラデルフィアにあるアメリカン・フィ
ロソフィカル・ソサエティが公教育についての懸賞論文を募集した。そ
こで選ばれたのがサミュエル・ハリソン・スミスの『教育についての考
察、徳と知の緊密な関係の解説』とサミュエル・ノックスの『合衆国政
府の特徴にあった高等教育の最善のありかたについてのエッセイ』だっ
た (29)。
　スミスは若者が教育を受けることの必要性を強調した後、「教育は公
的であるべきか、それとも私的であるべきか」という論点を提示し、両
者の利点や欠点について考察した。スミスによれば、10 歳までは家庭
という私的空間で「親の直接の管理」のもとに留められることが重要で
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あり、学校に行かせることがあってもそれは子どもに家庭への愛を強め
させるための補完的なものでなければいけない。そして 10 歳を迎えて
「大志がかき立てられ、競争心が奮い立ち、そして卓越と栄誉求める心
がふくらむ」ようになったら、子どもは公教育の時期に入るとスミスは
主張する。彼の考える公教育の利点は、競争心をかき立て、家にいるよ
り学習に専念でき、自主性を養うことができるという 3 点である (30)。
　スミスは論文のなかで、公教育反対論者の主張に細かく反論した。彼
によれば公教育に対する反対の主張のうち最も執拗なものは「たくさん
の子どもが一箇所に集まったところはどこでも、害悪と不道徳が生まれ
うる」というものであった。しかし彼によれば「公共の場所での子ども
たちのふるまいは、この世界の大人たちの行いに相当程度、類似したも
の」なのだから、学校で子ども同士が受けあう影響はむしろ大人になっ
てからも必要なものだ。また、公的な資金を学校の設立と運営に用いる
ことを批判する意見に対しては、スミスはむしろ私的な教育の方が不経
済であると反論する。スミスによれば、ペンシルヴァニア州だけでも財
産評価額が 40 億ドルを下らないという現実を考えれば、たとえ教員に
高い給与を払ったとしても、市民からの徴税という形での負担はほとん
どないと予想される (31)。アメリカの若者全員が教育を受けて市民とし
て育成されるという利点を考えると、そのような軽微な負担を理由に公
教育に反対することは意味をなさないとスミスは結論づける。
　スミスが初等教育から高等教育までの広範な公教育について議論し、
特に 10 歳前後の子どもにとっての教育の必要性を説くのに多くの字数
を費やしているのに対し、ノックスは公教育のなかでも高等教育の重要
性を強調する。ノックスは公教育においても英語だけでなくギリシャ語
やラテン語やフランス語を学ばなければいけないと主張する。彼によれ
ば、例えば “library” が何を指すのかを知っていたとしても、ラテン語
の素養が無ければその言葉を本当に理解しているとはいえない。言語を
習得し古典古代の芸術や哲学を学んでようやく、一人前の市民になると
ノックスは考えていた (32)。また、スミスと同様に、ノックスも公教育
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と私的な教育のどちらが望ましいかという比較を行っているが、彼の教
育観を考えると、それがアカデミックな機関によってされるべきである
という結論にいたることは容易にわかる。更に加えてノックスは、公教
育のなかでの競争が人間の知性を刺激するという要素も指摘する (33)。
　教育史研究者のジョエル・スプリングはスミスとノックスの教育論の
共通点は「徹底して完全に政府が管理する教育制度」を想定しているこ
とだと指摘する。スプリングによればアメリカン・フィロソフィカル・
ソサエティがこの二人の論文に賞を与えたのは、「徳や真実が国民全体
に広く行き渡らなければいけない」というアメリカ独自の信念が公教育
論者の間で共有されていたからであった (34)。共和国の構成員を育成す
るという教育の目的を共有していたからこそ、学校教育は無料ですべて
の子どもに開放されていなければいけないという公教育論がこの時代に
盛んに論じられていた。
　当然、公教育論争では公立学校建設に反対する人々もいた。例えばウィ
リアム・マニングの『自由の鍵』（1798 年）は、無料の学校を建設しよ
うという国全体を巻き込んだ運動が、「ごく一部の人たちの欲求と欲望
による不合理な」ものであり、大多数の人々の意向が無視されていると
非難する (35)。彼によれば、様々な学校に授業料も負担せずに多数の学
生が通っているが、そのうちの多くが教師になることを志望している。
教員を大量に養成して、彼らの職場の確保のためにまた学校をつくって
いては、学校と教師が際限もなく増えてしまうではないかとマニングは
主張する。農夫であることを自負するマニングからすれば、教師という
仕事は「労働」とは認められなかった。「労働と学びは密接に結びつい
ていなければいけないのだし、働かない人間は減らさなければいけない」
のだから、労働に結びつかない教育には反対だというのがマニングの言
い分である。言語の知識が豊富で子どもに読み書きを教える人間なども
う必要がないし、農夫になるために鋤の使い方を学んだ方が有益だとい
うのが、彼が公教育に反対する理由である (36)。
　マニングの主張はこの時代の公教育反対論の典型であった。つまり「多
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数の人々の意向が反映されないこと」、「教育が将来就くであろう仕事に
必ずしも結びつかないこと」、「税金を使うこと」といった理由から、無
料の学校を建設し、基本的に子どもは全員そこに通わなければいけない
という公教育計画に反対したのだ。公教育の推進者はこのような反対意
見に答え、説得する必要があった。そのため、学校教育が人々の「役に
立つ」ものであるという主張が推進論では繰り返された。
３．教育論における功利性と有用な ｢知 ｣
　この時代の教育論を見ると、そこに ｢知 ｣のあり方に関するある特徴
を見ることができる。それは教育によって得られる ｢知 ｣が、たいてい
その ｢ 有用性 (utility)｣ によって肯定されるということである。歴史家
の斎藤眞はアメリカ教育史における「反主知主義（anti-intellectualism）」
の伝統についての議論のなかで、「行動と区別された知識ないし思想、
言葉をかえれば知識のための知識 ､思想のための思想というものの存在
は、植民地時代、18—19 世紀を通じ、まずは許されなかった」という
アメリカの知識観の特徴を挙げている (37)。斎藤によれば、建国以来ア
メリカでは教育はとても尊重されてきたのであるが、そこで重視される
のは ｢役に立つ ｣知識に限られていた。たしかに建国期の教育にまつわ
る議論を見ると、斎藤が言うように教育や学問というものはその「有用
性」の有無により評価されがちである。そこで本節ではまず建国期の教
育においてその ｢有用性 ｣がいかに重視されていたかを論じ、そしてど
のような教育が ｢有用 ｣と考えられていたのかを考える。
　教育の有用性については前述のスミスがその教育論において明確な表
現で語っている。スミスは公教育の目的を論ずるなかで、以下のように
主張する。
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　学問の地位とはすべて、その有用性によって決められるべきであ
る。その学問が実際にどれだけの利益をもたらすのか、あるいはも
たらすことができるのかが、その価値を決めるたった一つの本物の
基準である。人は崇高な夢に身を浸すことができるかもしれない。
しかし世間はそんなものに興味を持つことは決してないのだ。人は
その精神力を世のために役立てようと尽力した時にようやく、世間
にとっての恩人になることができる (38)。
　教育を「有用性」によって評価しようとするスミスの論は、アメリカ
の教育がいかに「役に立つか否か」によって評価されていたのかを示す
ものである。スミスは続けて青少年に「努力する価値のあることに全精
力を注ぎなさい」と語りかける。彼にとっての努力する価値のあること
とは「現在の尽力が将来的な成功と結びつくこと」である (39)。つまり
彼のいう教育における「有用性」とは、将来就くであろう職業にとって
役に立つ物事を教えることなのだ。
　スミスの論がそうであるように、教育における「有用性」とはたった
今役に立つことである必要はなく、むしろ将来的に長い目で見て「役に
立つ」ことを判断できる能力が評価される。例えばラッシュは『ペンシ
ルヴァニアにおける公立学校の設立と知識の普及のための計画』におい
て、公立学校を設置することによってその地域の人々が負うことになる
であろう負担について以下のように説明する。
　しかし、我々は現在の税の負担のもとで、いかにしてこれらの教
育機関のための支出に堪えるのか。私は答える。これらの教育機関
は我々の税金を軽減するために作られるのだ (40)。
　ラッシュは独身者や子どものいない人々、すなわち学校とは直接関わ
りのない人々も、公立学校設立のための負担を免れるべきではないと主
張するのだが、その理由を彼らにとっても公立学校の存在は長期的には
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有益なものであるからと説明する。つまり市民の子どもたち全員が教育
を受けることによって社会全体に道徳と知識が広まり、将来的には社会
の治安は向上し、農工業はより一層の技術革新や効率化を実現すること
ができる。こうして得た恩恵は子どもの有無に関わらず市民全員にもた
らされるのであるから、公立学校は結果的には市民全員の利益である。
ラッシュによれば「公立学校を維持することは個人にとって真に経済的
である」のだ (41)。公教育の普及を主張するために、市民の受ける恩恵
に訴えかけるこのような論理は、この時代の社会においていかに「有用
性」が重要視されていたのかを示している。
　スミスやラッシュが考える「有益」な教育についてより詳しく見てい
くと、彼らが生徒たちが将来就くであろう職業について想定しながら議
論していることがわかる。特に都市部の職人層の子どもたちを生徒とし
てある程度想定していたことが見てとれる箇所がいくつかある。例えば
以下のスミスによる、公教育に職業訓練的な科目を導入するという主張
でもそのことは明らかである。
　職人の創意工夫が受動的なものであり続けることはない。より良
い成果を求めて繰り返される努力は、たいていの場合良い結果に繋
がる。そして新たな富を瞬時にもたらすことにもなる。すべての場
合に期待した通りに大いなる成果が上げられるかどうかはわからな
い。しかし一生懸命尽力したという精神に対する十分な報酬がもた
らされるであろうし、それによって彼らは報われたと感じるはず
だ (42)。
　ここで見られるのは、勤勉に働き、進んで技術革新につとめ、その
努力の結果として富を得るという職人の労働倫理を反映したものであ
る (43)。スミスが提唱する教科には、他にも職人や農夫を想定したもの
が多く存在する。例えば「地理」を学ぶことの意義について論じている
箇所では「商業地域の利益は、正確な地理の知識に密接に結びついてい
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る」と主張した。また、スミスはそれまで多くの人々から軽視されてき
た「自然科学」の教養も学校で教えられるべきであると論じるが、それ
はこの教科が個人の幸福に関してもまた国家の富に関しても、多くの利
益を生むという理由からだった。自然界のことを熟知することは農夫に
とっても職人にとっても有益であるとスミスは考えた。また、「化学」
の知識も農夫に広範な利益をもたらすとして肯定された (44)。スミスが
教育について考察するときに、それがいかに職人や農夫を想定したもの
であったかについては、以下を見れば明白である。
　ほぼすべての社会が農業か工業に従事することを定められている
とするならば、そして個人が自分の力を行使することで自活するこ
とを義務づけられているとするならば、そしてそのような力が農業
や工業の特定の仕事を遂行するための能力を若い頃に身につけるこ
とによってのみ生みだされるとするならば、個人の能力を確保する
ための教育を提供する義務を社会が負っていないなどとどうして言
えるだろうか (45)。
　ここで注目すべきは、スミスが教育を受ける若者が将来就く職業とし
て職人、農夫を想定していたことと、教育がそういった職業にとって
「有用」なものでなければならないと考えていたことである。このスミ
スの論文が教育についての懸賞論文において入賞したということを考え
ると、当時の教育がいかに職人、農夫を想定したものであったのか、そ
して労働によって成功することにいかに価値がおかれていたのかがわか
る。
　学校教育と学生が将来おこなうであろう経済活動とを結びつける構図
は、以下のラッシュによる記述のなかにも見ることができる。
　私はまた、「商業」の起源と現状に関する数多くの真実を、「貨幣」
の性質や原理とともに、青年に理解できる適切な一つの体系に集約
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したいと思う。……私は商業の効果を、人間を情深くするという点
で宗教のそれに次ぐものと考え、そして最後に私は商業というもの
を、相互の要求と責任の絆で世界の諸国民を結びつける手段と見る
のである (46)。
　ここでいう「商業 (commerce)」には職人による労働も含まれている
のだが、私益の追求であるはずの「商業」が、徳性や社会の平和と結び
つけられて論じられていることが興味深い。そして経済活動こそが君主
制や貴族制から共和国を守る切り札であると考えていたラッシュにとっ
て、「自由」であることは共和国の維持にとって最も重要な要素なので
ある。スミスやラッシュの教育論では、公教育という公的な事柄にもか
かわらず私的な経済活動が肯定的に捉えられ、そのうえでそうした経済
行為にとって「有用」な教育がなされるのが望ましいとされていたのだ。
４．公教育論争における女性
　公教育についての先駆的な計画書であるジェファソンの ｢知識の一般
普及に関する法案 ｣ では、「読み」「書き」「算術」などを教える初等学
校には、学区内のすべての自由民の子どもは男女とも無料で入学する資
格を持っていた。ジェファソンの教育計画では、成績優秀な生徒が進学
する「グラマースクール」を男子限定として、そこで「ラテン語」「ギ
リシャ語」「高等数学」といったより高度な科目を教えることによって
男女は区別されていたが、それでも男女が同じ初等学校で無料で学ぶこ
とができるというジェファソンの発想は画期的なものであった (47)。
　1780 年代以降の公教育論争においては、女性が言及されることはほ
とんどなかった。そのなかでスミスはその教育論の最後の部分で女子教
育について以下のように短く言及している。
女子教育をどういった内容でどの層まで授けるべきなのかについて
の意見が分かれている状況を考えると、それを制度として確立する
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ための何らかの合意を得ることは諦めなければいけないだろう。今
のところは、女性の進歩が急速に進み、将来については彼女らの切
なる望みに見合った程度には開かれているということを認めること
で十分だろう (48)。
　「共有され、無料で、すべての人に開かれ、すべての人に属している」
という公教育は、当時はまだ反対者の多い議題であった。公的な資金を
使って無料の学校をつくるということを人々に納得させなければいけな
い公教育推進論者からすれば、女性を公教育のなかに組み込むことは抵
抗を示す人々が多く、この時点では現実的ではなかったのだろう。前述
のスミスの引用からは、男子のみの公教育を実現した後に、時期を見て
女性が組み込まれるという構想が読み取れる。そのため、公教育の想定
する「すべての人」のなかに当面は女性が含まれないという事態が起こっ
たのである。
　公教育論争のなかで女子を公教育に組み込むことを明言した例外的な
人物としてラッシュがいた。彼は女子が「男子のためのあらゆる教育計
画のなかに組み込まれる必要がある」と主張した。彼は男女が全く同じ
カリキュラムで教育を受けるべきとは考えていなかったようだが、女子
も「自由と政治の原理」を学ぶ必要があると主張するなど、女子教育に
ついてのかなり踏み込んだ記述をしている (49)。
　公教育についてのパンフレットのなかで女子教育の必要性について言
及した 1 年後、ラッシュは『女子教育に関する考察』（1787 年）におい
て、女子教育についてより詳しくその主張を展開している。彼の想定し
ていた女子教育の特徴とは、「有用性」を強調し、家庭に根ざしたもの
だった。彼はアメリカにおいて女性が学ぶべき科目を 9 つあげている。
1 つ目は英語の知識であり、これには読み、書き、会話、正確なスペル
も含まれる。2 つ目は正しく読みやすい字を書く習練である。3 つ目は
計算・簿記の技術である。この技術は特にこの国の若い女性にとっては
必要で、なぜなら彼女らは夫の仕事や農業を助けなければいけないから
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だ。4 つ目は地理や年記についての知識である。これはただ女性の知的
好奇心を満たすためだけではなく、男性の良き伴侶となるためにも必要
であるとラッシュは主張する。5 つ目は声楽である。これは教会の礼拝
で聖歌を歌うためにも学ぶべきものであるとされた。また、歌唱は夫の
悩みやいらだち、子育ての煩わしさなどから乱れがちな心の平静を落ち
着かせる効果もあるし、肺を鍛えることによって健康のためにも良いと
ラッシュは説明した。6 つ目はダンスで、歌唱と同様にダンスは公共の
催し物のためにアメリカの女性にとっては必須であるし、体型を維持し
関節を柔らかくするので健康にも良い。7 つ目は歴史や旅行記や詩や道
徳的なエッセイを読むことである。これらから得られる知識は、自分の
住んでいる地域に順応するためにも必要である。8 つ目はキリスト教で
ある。ラッシュはここまでで挙げてきた項目をキリスト教的秩序と結び
つけることが何より大事であると主張した。彼によると聖書はこの時代
の学校で次第に使われなくなってきていたが、聖書を毎日読み、その内
容について質疑応答をすることが若者にとって必要であると論じた。そ
れに加えて、彼は「女性の心はクリスチャニティを育む天性の土壌であ
る」として、キリスト教について学ぶことは女性にとって特に必要なこ
とだと強調した。9 つ目としてラッシュは宗教的・道徳的な「規律」の
感覚を学校で学ぶ必要性を説くいた (50)。
　ラッシュが提示した教科は、ジェファソンやスミスの公教育論のそれ
に比べてもとても具体的だ。この 9 つの要素を見ると、有用で実用的
な「知」を厳選して教えなければいけないというラッシュの信念がわか
る。そして彼が考える女性にとって必要な「知」とは、家庭に密接に結
びついたものであった。またラッシュの、単に教科を教えるだけではな
く、生徒たちに ｢規律 ｣を植えつけるという感覚も特徴的である。こう
した「規律」の意識は単に教育を受けるためだけでなく、子どもに対す
る ｢教育者 ｣としての側面をもつ女性にとって必要なものと考えられて
いた (51)。彼の考える女性の学ぶべき科目は、結婚して家庭を切り盛り
するアメリカの女性にとって有益かどうかで判断されている。アメリカ
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の社会の構成員として有益な女性とはどのようなものか、そのために有
益な教育とはどういった内容であるべきかが検討され、そこで「家庭」
が重要なキーワードとなっていたのだ。
　ラッシュは演説や出版物で女子教育の重要性を主張し続けたが、建国
期の公教育論争全体の中で、女性が重要な役割を占めることはなかった。
ラッシュはフィラデルフィアに設立された女子中等教育機関ヤング・レ
ディズ・アカデミーにおいて化学を教えるなど、女子教育の普及に尽
力し続けた (52)。しかしヤング・レディズ・アカデミーに顕著なように、
建国期の私設の女性向け教育機関は都市部の比較的豊かな職人層の子女
が通うものであり、「共有され、無料で、すべての人に開かれ、すべて
の人に属している」という公教育の理念からは離れた存在であった。ヤ
ング・レディズ・アカデミーに残された演説集などからは、若い独身女
性を一家の働き手として想定するような家庭にとって、働き盛りの娘
を数年にわたり学校に通わせることへの抵抗感が強かったことがわか
る (53)。公教育のなかに女性を組み込むには、都市部及び農村部におけ
る中間層の拡充を待つ必要があった。それが未発達であった建国期にお
いては多くの教育者が公教育論争において女性について言及することが
躊躇されたのだった。
おわりに — ペンシルヴァニアにおける公教育の実現
　建国期に盛り上がった公教育論争であるが、各州ですぐに公教育が完
全に実現できたわけではなかった。ペンシルヴァニア州では 1790 年の
州憲法において、「州議会は、可能な限り迅速に、貧困者は無料で学べ
るような学校を、州全体に建設するような法案をつくること」という条
文を入れることで一定の成果を得た (54)。しかしこの州全体で公立学校
が実現されるのはもう少し後のことだった。1802 年には州憲法の指示
に従うために貧困者の子弟を支援する法案がつくられた。そこでは「親
ないし保護者が授業料を払うことが不可能と判断された」場合でも、子
どもは近隣のあらゆる学校に通う「十分で自由な権利を有している」こ
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とが表明された。援助の対象には授業料だけでなく、教科書や文房具も
含まれていた (55)。1824 年には公教育設立についての３年間の時限立法
が成立したが、1826 年にそのまま失効してしまう。そして 1834 年につ
いに「無料の公立学校についての法律」が議会に提出されたが大差で否
決されてしまった。州議会選挙を経た翌年、タデウス・スティーヴンス
は議会でこの法案擁護の演説を行い、以下のように反対派を非難した。
　この法案はしばしば否決されてきました。なぜなら公教育の恩恵
は、金遣いの荒い放蕩者にも、最も勤勉な倹約家にも、平等に分か
ちあわれるからです。しかし恩恵は、不届きな親にではなく、罪の
無い子どもにもたらされるということを思い出すべきです。この法
案への異議が認められたとしたら、あなた方は子どもたちを、親の
悪事や不運を理由に罰することになるのです。あなた方は事実上、
子どもの世代に何のメリットも無いカーストや階層をつくろうとし
ているのです。親より前の世代のデメリットを理由にです。それは
最も憎むべき傲慢な類いの貴族制、富と高慢さの貴族制です (56)。
　この演説を契機に法案は両院で可決され、ペンシルヴァニア州におい
てついに公教育が実現する。スティーヴンスの演説からは、建国期には
目立たなかった階級問題が、この時代には公教育問題の主要なテーマと
なっていることがわかる。ウェブスターやラッシュの教育論に顕著なよ
うに、かつての公教育推進には共和国の市民の同質性を志すという側面
があった。しかし 19 世紀も数十年経つと貧困層の救済の是非がこの論
争の中心となった。
　本論文では建国期にいかに教育が重要な意味を持つテーマとして議論
されていたのかを、公教育論争を中心に検討してきた。そこで議論され
ていたのは新たな共和国の構成員を育て上げるために、すべての市民に
開放された教育であった。そこで教えられる科目は将来のために「役に
立つ」ものであることが求められ、公教育推進論はその「有用性」で語
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られた。しかし、このような公教育論争のなかで、多くの場合女性は語
られることはなく、語られたとしても男女の差異が強調されることと
なった。
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